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問題の所在
A.M.カ ーター(AllanM.Cartter)は,著 書 『賃金と雇用の理論』(1)にお
いて,限 界生産性説は,消 費者需要を一定と仮定 したうえで,要 素報酬を生
産費の観点から眺めようとするが,賃 金は もとより利潤 もまた消費財に対す
る潜在的な購買力をもつという視点に立てば,分 配の問題は,全 体 としての
経済の所得水準決定の問題 と切 り離 して論ずることはできないという立場を
鮮明にした(2)。かれは,比 較的単純な分配モデルを構築 しようと試みたが,
その際所得の分配を事前的な貯蓄 と投資が決まって等 しいという均衡所得の
基礎的な条件と結びつけて展開 した。かれの分配モデルがケインズ流のモデル
といわれるのは貯蓄と投資の均等式を前提にしているからにほかならない。
N.カ ルダアもまた,著 名な論文 「代替的な分配理論」③の中で,貯 蓄と投
資は事前的に均等であるという貯蓄 ・投資恒等式を設けて出発する。カーター ・
モデルがカルダア・モデルに類似 しているのは,こ の点だけに止まる。それ
というの も,カ ルダアの場合には,投 資一産出高比率(1/Y)の 変化が どん
なふ うに利潤の相対的な分 け前を決定するかを問題にした。 これに対 して,
カ一夕ニのモデルでは労働者の相対的な分け前の変化が投資にどのような影
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響 を及ぼすかを分析 しているか らで ある。 カ ーター は,脚 注 ω を設 けて,
カルダ アの 「ケ イ ンズ流 の」 分配理論モデルの展開が 自分の モデル とか な り
類似 してい るが,カ ル ダア ・モデルで は賃金の分け前 に関す る問題が それ ほ
ど関説 されて いない点 を強調 して いる。
本論文 の主 な狙 いは,4つ の基本的な命題を設 けて出発 した 「単純 化 され
たカー ター ・マ クロ分配 モデル」 に関 して,い わゆ るケ イ ンズ流 といわれ る
仕組みを考察す ることに置かれ る。
カ ー ター ・モ デル の4つ の定 義式
カーターは,ケ インズ流のマクロ分配モデルの展開に際して,4つ の基本
的な命題に立脚 して,分 析を進める。先ず,つ ぎのような所得決定の均衡条
件式を設けて出発する。すなわち,
1=S(1)
で ある。(1)式 におけるC4と1の 関係は,そ れぞれ意図 した事前の貯蓄 と投
資で あ り,事 後 的な関係 を表 した恒等式 ではない。貯蓄 と投 資は 「純」(ネ ッ
ト)概 念 ではな く,「 粗」(グ ロス)概 念 として定義 され る。 利潤Pも また,
減価償却 引当を控 除す る前 の 「粗」(グ ロス)概 念で示 され る。
「粗」(グ ロス)概 念を用いて,粗 投資1と 粗利潤 、Pとのあいだに一 次の関
数 関係 が存 す るもの と仮定す る。 したが って,投 資方程 式は,
1=πP(2)
として与 え られ る もの とい って さしつかえない。上 の式において,π は,投
資 一利潤係数(=1/P)と して定義 され る。 πの値 は,通 例,プ ラスで あ る
が,1よ りも小 さい。 すなわ ち,0〈 π<1で あ る。 投資 と利 潤 の関係 は,
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縦軸 に粗投資1を と り,横 軸 に粗利潤Pを とる と,(注)の 図1に み られ る
よ うな図表 で描 かれ る(5)。πの値 は曲線 の傾 きを表 わす。 投 資 一利 潤係数 π
の値が上 昇す ると,曲 線 は上方へ移動 し時計 とは反対 回 りに回転 する ことが
分 か る。 利潤の増 加は一層多 くの投資の増加 を産み 出す(誘 発す る)も の と
考 え られ る。
簡単を期 して,総 国民 所得Yは,2つ の要素,労 働者 の賃金所得Wと 資本
家の利潤所得Pと に分配 されるものと仮定 する。 すなわち,yF=W+Pで あ
る。労働者の所得の分 け前(労 働分配率)をi(=W/y『)で 表 示す ると,資
本家の所得の分け前(=F/y)は,(1-a)と して示 される。 したがって,定 義
的な利潤方程式は,つ ぎのような形で与えられ るものと してよい。すなわち,
P=(1一 λ)Y(3)
であ る。 こう して,上 の(3)式 を投資方程式(2)式 に代入す ると,投 資方程
式 はつ ぎのよ うに書 き直 す ことがで きる。 すなわ ち,
1=π(1一 λ)y(4)
となる。
カーターは,4番 目の前提条件 として,貯 蓄についてつぎのような仮定を
設ける。貯蓄水準Sは,労 働者と資本家の限界貯蓄性向,し たがってまた
2つ の集団の所得分配分の大きさに依存する。さらに利潤の分け前か らの限
界貯蓄性向は,粗 利潤が株主 に配当されるか,あ るいは企業の内部に留保さ
れる程度に応 じて決まる。つまり粗利潤の配当性向次第で決まるものと想定
する。いま述べたばかりの限界貯蓄性向は,そ れぞれつぎのような記号で表
示される。労働者の限界貯蓄性向はαで,株 主の限界貯蓄性 向は δで表示
される。企業の所有者に配当される粗利潤の分け前を ηで表すと,企 業内部
に留保された粗利潤の分け前は(1一 の として表されることになる(6)。
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したが って,賃 金稼得者 の貯蓄Swは,
SW=α λy
となる。 非賃金稼 得者 の貯蓄 は,配 当利潤 か らの貯蓄 の部 分 と企業 の内部に
留保 された未配 当利潤の貯蓄の部分 とか ら成 るもの としてよい。
配 当利 潤か らの貯蓄はt× ηPで あ る。企 業 の内 部 に留保 された利 潤 の部
分,す なわ ち未配 当利潤(1一 のPは,貯 蓄 と して定義 され るか ら,非 賃金
稼得 者の貯蓄は,
帥P十(1一 のP
と して示 される。P=(1一 λ)Yで あるか ら,非 賃金稼得者 の貯SFは,
SF一 わ〃(1一λ)Y+(1-v)(1一 λ)y
とな り,し たが って,
Sp=(1一 λ)(わり十[1-zノ])y
とな る。 こう して,総 貯蓄Sは,つ ぎのよ うに書 き表す ことがで きる。
S=Y{λ α十(1一 λ)(z/Z)一ト[1-z])}(5)
で ある。貯蓄=投 資 の均衡方程式 は,
π(1一 λ)y-Y{λ α+(1一 λ)(め+[1-i])}(6)
であるか ら,こ こで,(6)式 の両辺 をYで 割 ると,貯 蓄=投 資 の均 衡式 は,
つぎの ように書 き替え ることができ る。
π(1-a)=λ α十(1一 λ)(〃δ十[1-v])(7)
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(7)式 は,賃 金所得 と利潤所得の相対的な分け前が変化すると,均 衡所得
水準にどんなふうな影響が現れるかを教えて くれる。つまり,こ の拡張 した
貯蓄=投 資方程式から一連の重要な帰結を導 き出すことができる。すなわち,
ケインズ的な均衡所得決定の貯蓄=投 資の仕組みを表した(7)式 が示唆 して
いるように,分 配率の変化が決定的に重要な役割を果たしていることが分か
るであろう。いつ どのような時でも均衡が存在する場合には,貯 蓄 と投資が
等 しくなければならないことはいうまでもない(η。 もとより分配率が変わる
と,貯 蓄性向と投資性向は乖離するから,貯 蓄 ・投資による均衡所得決定の
仕組みが成 り立つには,分 配率が一定不変と仮定されていなければならない
ことになる。
分配率 の変化 と貯蓄 ・投資の関係
こ こで,カ ーターに従 って,分 配率 の変化 と貯 蓄 ・投資 の関係を検証 す る
こ と に しよ う。 い ま 限界 貯 蓄 性 向 α と う が 一 定 不 変 で ,そ れ ぞ れ
Q;0.08,う=0.20と して与 え られてい るもの とする。nとzの 値 は,過 去
10年 間の平均値 をと って,そ れぞれ近似 的に π=0.60で あ り,2=0.65で
あるとす る。 これ らの数値 を(7)式 に当 て嵌 める と,貯 蓄 と投資が一致 する
には,労 働 の分 け前 λは0.6で な けれ ばな らな い。 カーターは,か な り単純
化 されたモデルにおける均衡条件 の観 点か らすれば,表1に みられ るように,
それ以 外 にもかな り首 尾一貫 した数値の組み合わせが存在す ることは明 らか
であ るが,π とzの いろいろな組み合わせか ら推定 して,こ の0.60と い う λ
の値 は現実 に最 も近 い数 値であ ると述 べてい る(8)。
い ま労働の分 け前が増加 し,例 え ば λが0.7に 上 昇す ると,貯 蓄性 向 を引
き下 げる以上 に投資性 向を引き下 げ る傾 向を帯 び ることにな るか ら,そ の結
果 と して貯蓄超過 ない し過少 消費 が発生す る ことにな る。 したが って,「 労
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働の分け前の上昇は,π の上昇によってか,さ もなければ"の 上昇 によって
相殺されなければな らない。πが0.60か ら0.67に,な いしzが0.65か ら
0.74に上昇すれば,う まく釣り合・うはずである。」(9)しか し,カ ーターは,
歴史的な経験 に立脚 して,oが 上昇する公算はあるが,労 働分配率 の上昇を
埋め合わせるほどには十分に上昇する見込みはないという結論を下した。
所得全体に占める相対的な賃金の分け前の増加は,利 潤を引き下げ,ひ い
ては投資支出の低下をもたらす ことになるであろう。その結果,均 衡所得水
準は減少するであろう。投資の下落はこれと等 しい貯蓄関数の下方シフ トに
よって相殺されるはずである。だが,こ のことは2つ の所得集団の限界貯蓄
性向αと∂,同様にまた所得分配の変化が株主に配当された利潤所得の分け
前 ⑫ の値)に 及ぼす影響にも依存するであろう。労働の分け前の増加が貯
蓄の減少以上に,投 資の減少を引き起こすことになるというのがカーターの
見解にほかならない㈹。その意味は,所 得全体に占める相対的な賃金の分け
前の上昇に際して,2つ の集団の貯蓄性向の間の差は,経 済全体の貯蓄関数
の相当な程度の下落を引き起こすには十分ではないということである。賃金
稼得者の貯蓄性向(限 界 ・平均)は,こ のようなシフ トが発生するには,非
賃金稼得者の貯蓄性向に比べてかなりな程度低 くなければならないであろう。
労働所得の相対的な分け前の上昇がもた らした投資の下落は,投 資一利潤
係数 πの上昇か,株 主に配当された利潤所得の割合"の 上昇のいずれかに
よって相殺され うる。πの上昇 は,一 定額の利潤が従来以上に投資支出の増
加を誘発することを意味する。将来利潤の期待がかなり有利に改善される場
合にかぎり,条 件は達成 されるものといってよい。賃金稼得者に有利に所得
の分配が シフトし,そ の結果利潤の相対的な分け前が低落 した場合,所 得分
配の変化が将来所得に関する一層有利な期待を裏付けるのに十分な消費支出
の増加をもたらす場合にかぎり;投 資水準は増加する公算が大 きい。だが,
このことは貯蓄関数が,労 働の分け前が上昇するとき,投 資関数よりも太き
266(578)
A.M.カ ー タ ー の マ ク ロ分 配 モ デル に 関 す る一 試 論
く下 落 す る こ と を 意 味 す る('り。
労働の分 け前 と配当率Uの 変化
ηの値の上昇はまた,所 得全体に占める利潤の相対的な分け前の低下が も
たらした投資の減少 と相殺する傾向を帯びるものとしてよい。 どの所得水準
においてもびの上昇は,お そらく,所 得の貯蓄比率の低下を意味する。なぜ
ならば,通 例,利 潤取得者の限界(平 均)貯 蓄性向は1よ り小さいか らであ
る。こうして,"の 値の上昇は貯蓄関数の下方シフ トにほかならない。 この
シフ トが十分に大きいとすれば,均 衡所得水準は影響を受けないものといっ
てよい。
所得全体に占める賃金の相対的な分け前の低下があたえる効果に的を絞 る
ことにしよう。カーター ・モデルの厳密な代数的な枠組みの中で,こ のよう
な低下は自動的に利潤を増やし,ひ いては投資支出を増加させることになる。
貯蓄の増加が投資支出の上方シフ トに比べて小さいと仮定すると,万 一分析
の重要な要素を構成する他のどの変数にも変化がみられない場合には,均 衡
所得水準は増加することになるものといってよい。貯蓄関数が上方にシフ ト
するという仮定は,投 資関数の上方 シフトに比較 して幾分小さいけれども,
当然現行の消費の下落を伴 うものとしてよい。 このような変化が投資一利潤
係数をどのように不変に止めることができるかを論ず ることは難 しいものと
いえる(is>。
そ もそも最初に所得全体に占める賃金の相対的な分け前が下落 した結果生
じた利潤水準の増大は,投 資支出の一層の増加を産み出すことになるのは,
われわれが,総 じて,消 費支出の分量の絶対的な低下が将来の利潤の可能性
に関する期待にあたえる不利な影響を無視する場合にかぎられる。言い換え
れば,賃 金所得を犠牲にした利潤に有利な所得分配の変化が,遅 かれ早かれ,
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投資一利潤係数の値の低下をもたらす ことになるというのはありそうなこと
である。かかる事態が生じると,一 定額の利潤が従来よりも低い投資支出を
誘因す る。 こうして,投 資の絶対額は,た とえ現行の所得全体に占める利潤
の相対的な分け前が増加 したとしても,増 えないかもしれない。労働の分け
前の下落が"の 値にあたえる影響はそれほど確かなものではない。非賃金所
得の分け前に有利な職能的な所得分配に当初から変更がみられる場合,"の
値があれやこれやで変化する先見的な理由は何一つないようにおもわれる。
しか しなが ら,消 費支出の絶対額の下落が投資一利潤係数を劇的に減少させ
る結果,均 衡所得水準が増加するよりもむしろ減少 したとすれば,現 実に分
配された総利潤の比率を増やす圧力が株主によって加えられるため,株 主は
習慣的な生活水準を維持することができるであろう。だが,所 得分配の変化
の結果 として,η の値の変化に関して,こ れ以上に一般化することはできな
いようにおもう。
カーターの分析は,現 代の所得 ・雇用理論の枠組みの中に,分 配の問題を
持ち込んだ思考上の試みともいうべきものを供 して くれる。(7)式 が有益な
のは,相 対的な所得の分け前の変化が均衡所得水準それ自体に影響を与える
方法を提供 して くれるからである。かれの分析の弱点は,投 資が利潤の増加
関数であるという仮説,な らびに絶対的な消費支出額が利潤あるいは将来に
対する期待利潤のどちらにも直接影響を及ぼさないという暗黙の仮説である。
だが,か れの分析は,所 得と雇用水準が変化する際の相対的な分け前の行動
様式に関して,つ まり分配率がどのように決定されるかについて,な ん ら説
明を供 していない ものと考えられる㈹。
結 語
国民所得の相対的な分け前の分配を決定する諸力の性質 と意義に関して,『
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古典派や現代の経済学者の間には総 じて意見の一致はみられない。現代の理
論家たちはこの分野において全面的に受け入れられる理論体系を展開するの
にうまくいかなかった。ニコラス ・カルダアは,「代替的な分配理論」 にお
いて,主 要な分配理論の潮流 としてリカー ド的ないし古典派の分配理論,マ
ルクス的な分配理論,新 古典派の限界生産性説 ・独占良説,ケ インズ流の分
配理論と4つ に類型化 した。 これらの諸説の一部には折衷ないし総合する試
みがみ られるものとしてよい。カルダアは,ケ インズ的な思考装置を生産の
一般的な水準の問題に対するよりも,む しろ分配の問題に適用されうること
を示そうとした。今 日,総 計的な所得分配理論を敷延する多 くの試みは,現
代の所得 ・雇用分析を基礎に展開されている。そこで使用された観念,概 念,
理論的な図式は,先 駆者的な努力 と見倣 さなければならないであろう。
カルダアの分析の出発点は,均 衡所得の基本的な条件,す なわち貯蓄と投
資が事前的に均等であるという点で,カ ーターのそれに類似 している。 しか
し,類 似性はこの点だけに終わっているのは,カ ルダアが投資一所得比率の
変化がどんなふ うに所得全体に占める利潤 と賃金の相対的な分け前の変化を
惹き起こすかを解明 しようとしたのに対 して,カ ーターの分析は所得分配の
変化が投資に及ぼす影響を問題にしているからである。 カーターは,こ のマ
クロ分配モデルに関する原稿が完成 した後に,N.カ ルダアの論文 「二者択
一的な分配理論」に出会 ったことを述べ,仮 にもっと早 く接 していれば,多
くの点を説明す るのに役立 ったはずであると陳述している(14)。
カーターの主要な目的は,賃 金 と非賃金の分 け前 に関する職能的な所得分
配の変更が どんなふ うに均衡所得の地位に影響を及ぼすかを明らかにするこ
とであった。 しかしながら,か れの分析は,所 得 ・雇用水準の変化と職能的
な所得分配の型の変化 とのあいだの関係に関する問題をきちんと把握するに
はいたつていない。 こうした理由から,か れのモデルは総計的な所得分配の
真の理論が当然持 っていなければならない一般性に欠けているのである。そ
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れにもかかわ らず,か れの理論は所得分配を若干の重要なマクロ経済的な諸
変数に関連づける興味深い価値のある努力を表 しているものといえる(15)。
カーターはまた,労 働組合の賃金交渉が一見明 らかに分配率にある程度影
響を及ぼすが,そ れは大部分投資の意思決定に対する間接的な影響を通 して
効果が現れるものと考えた。さらにかれは,投 資の意思決定が現行の利潤や
期待利潤か ら独立になされた場合,労 働の分け前 の上昇は拡大する傾向を帯
びることになると指摘 し,現 行の投資の1/3は,利 潤の変化の影響を受けな.
い,つ ま り利潤の変化に対 して感受性がないとみた。 こうして,投 資が自主
的な投資であった場合には,た とえ労働分配率が上昇 しても,そ れは均衡条
件を撹乱 しないことになるであろう㈹。この関係の論究と労働組合の交渉力
については,い ずれここで取り上げる予定である(1η。
《注 》
(1)AllanM.Cartter,丁加07:y(ゾW召gθ ∫αη4E辮 ρZoy辮θ嵐1959,F.155参 照 。
(2)シ ドニ イ ・ワイ ン トゥラ ウプ もま た,つ とに,所 得 分 配 理 論 の構 築 に際 して,
「所 得 分 配 の理 論 が 所 得 決定 の理 論 か ら切 り離 し得 な い とい う 立 場 に 終 始 一 貫
して い る。」 こ と を明 らか に した うえ で,い ま な お支 配 的 な分 配 理 論,す な わ
ち 限界 生産 性 説 の 主 要 な成 因 を検 討 す る こと か ら始 め た。 ワイ ン トゥラウプ は,
分 配 の 筋書 きか らみ る と,要 素 支 出 の 問題 は費 用 の面 か らみ た所 得 の 内 容 を 供
して い る と考 え る。
SidneyWeintraub,AnApproachtotheTheoryoflncomeDistribution,1958
(増 澤俊 彦 訳 「所 得 分 配 の理 論 へ の接 近 」 文 雅 堂 銀 行研 究社,1976.)
(3)NicholasKaldor,"AlternativeTheoriesofDistribution,"in:N.Kaldor
(ed.)EssaysonIZα ♂z6〔～and1)♂s〃 ゴ∂π`ゴoπ,1960
この 論 文 はReviewofEconomicStudies,vol.xxiiiNo,21955-6に掲 載 され
た。
N.カ ル ダ ア 「代 替 的 な分 配 諸 理 論 」(N.カ ル ダ ア 他 著(富 田 重 夫 編 訳)『 マ
ク ロ分 配理 論 」 学 文 社,1973,所 収 。)
(4)A.M.Cartter,TheoryofWagesandEmployment,1959,注(9),p.155.
(5)W.C.PetersonIncomeEmploymentandEconomicGrowth,3rded.1974,
p.472.
270(582)
A.M.カ ー タ ー の マ クロ分 配 モ デ ル に 関 す る一 試 論
投資 ∬ n.
?
?
?????????????
0 利 潤P
図1投 資 一 利 潤 係 数(1/P)
(6)A.M,Cartter,TheoryofWagesandEmplo:y2ηθ ',1959,p.156.
(7)A.M.Cartter,伽(孟,p.156.
(8)A.M.Cartter,2δ鼠,pp.157-158.
表1労 働 の 分 け 前 λ と π,iの 数 値 の 組 合 せ
πの値
刀の 値
0.55 0.60 0.70
0.60
0.65
0.74
0.27
0.47
0.64
0.5C
α60
0.70
0.69
0.73
0.79
(出所)A.M.Cartter,必 鉱,p.157
(9)カ ー ター に よ る簡 単 な 計 算 例 は,次 の よ う に示 され る。
n(1一:)=λ α+(1一 λ)(功+[1一 司)を 利 用 して,与 え られ た 数 値 を 上 の 式
に 当 て は め る と,
0.6×0.4=0.048十(0.4[0.13十 〇.35])
した が って,
0,24=0.24
θ,か,〃 の数 値 が与 え られ る と,貯 蓄=投 資 の関 係 が 成 立 す る に は,労 働 分 配
率 は一 定 の値 を と らな け れ ば な らな い。 この 場 合,λ は0.60で あ る。
労働 分配 率 λ が0.70に 上 昇 した 場 合 に は,
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0.6×0.3≠0.056十(α3[0.13→一〇.35])
0.18≠0.20
と な るか ら,貯 蓄 超 過(1<S)の 状 態 に あ る。
A.M.Cartter,伽 紘,p.158.
(10)W.C.Peterson,oρ,c鉱,p.473.
(11)W.C.Peterson,opcit.,p.474.
(12)W.C.Peterson,op.cit,p.474,
児 玉 元 平 氏 は,カ ー タ ー に は,「 分 配 率 そ の もの を 決 定 す る 要 因 に つ い て は
陽 表 的 な分 析 が 示 され て い な い。 そ の意 味 で か れ の モ デ ル 自体 は,所 得分 配理
論 の もつ べ き一 般性 に欠 け て い る」 と述 べ て い る。
児 玉 元 平 「巨視 的分 配 の理 論 』1968,45頁 。
(13)W.C,Peterson,op.cit,pp.474-475.
(14)A.M.Cartter,Theory(ゾ羅αg2s侃4E窺 ρZoy2ηθ砿1959注(9),p.155参照。
(15)W.C.Peterson,op.cit,pp.474-475,
(16)A.M,Cartter,oρ,c鉱,pp.155-160.
(17)大 野 吉 輝 氏 は,著 書 『巨視 的所 得 分 配 』(205-208頁)の 中 で,カ ー タ ー の
労 働 組 合 の交 渉 力 を 取 り扱 い労 働 組 合 の交 渉力 が 労 働 分 配率 の 上昇 に 及 ぼ す 影
響 を 問題 に して い る。児 玉 元 平 氏 も 『巨視 的分 配 の理 論 』 で この 労 働 組合 の 影
響 力 に つ い て 触 れ て い る。
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